
神戸大学・工学研究科・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４５０１

基盤研究(A)（一般）

2016～2013

“地域社会がつくる公共交通計画”のための計画策定と社会的選択の方法論

A methodology for social choice and planning "community based local transport 
plan"

５０１３５５２１研究者番号：

喜多　秀行（Kita, Hideyuki）

研究期間：

２５２４９０７１

平成 年 月 日現在３０   ６ １６

円    23,200,000

研究成果の概要（和文）：　公共交通サービスは地域の｢社会基盤｣であるとの認識の下で先に提案した｢社会基
盤としての地域公共交通の計画方法論｣は，｢活動機会の保障水準｣と｢負担｣の｢組合せ｣を地域住民が選ぶという
考え方に基づくものであるが，地域社会が適切な｢組合せ｣を選ぶための体系的な方法論を欠いていた．
　そこで，本研究では，分権的な情報共有・意見集約手法を新たに開発するとともに，住民が有する活動機会の
大きさを評価する枠組み自体をも拡張し，｢地域社会の総意｣を踏まえた地域公共交通サービスの計画方法論を構
築した．

研究成果の概要（英文）：In planning local transport service as an infrastructure, it is essential 
that the every resident is secured the minimum level of activity opportunity, such as medical 
service and shopping for daily life supported by local transport. Under this recognition, we 
developed a methodology that a local community select a combination of secured level of activity 
opportunity supported by local transport and the burden of operation cost to maintain the service 
based on capability approach. However, this methodology lacks a procedure for consensus building of 
residents. This study aims to bridge over the gap by developing a normative evaluation model for 
selecting local transport service based on the level of activity opportunity, and a survey technique
 of mutual mind under the un-biased recognition about the actual state of the area. These models 
were built in into the previously developed planning methodology as well as improved measurement 
model of the level of activity opportunity.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 公共交通は，日常生活や社会経済活動を営
む上で不可欠なサービスである．しかし，需
要密度の低い地域では 経営採算性を確保
することが困難であり，多くの国では公的資
金によりサービスが提供されている．これは，
公共交通サービスを｢産業資本｣ではなく｢社
会資本｣と捉えることの必要性を示している． 
 イギリスにおける Local Transport Plan
の計画ガイドラインなど，各国では計画制度
を有しているが，社会資本としての地域公共
交通の計画方法論は，必ずしも確立されてい
ない．とりわけ，伝統的に公共交通サービス
が民間事業者により供給されてきたわが国
ではその確立が喫緊の課題となっている， 
 このような背景の下，本課題の研究メンバ
ーらは，｢サービス｣と｢負担｣の組み合わせを
住民が選択する｢地域でつくる公共交通計
画｣という計画方法論を提唱している．しかし，
この方法論は｢総意の形成法｣を欠いており，
この点が課題として残されていた． 
 地域社会の総意形成に関する研究動向を
分野別に見ると，政治学の分野では，選挙制
度や代議制，熟議民主主義といった法制度に
関する研究の系譜がある． 
 経済学の分野では，ゲーム理論による行動
分析をはじめ，制度設計やメカニズムデザイ
ン，行動経済学や実験経済学，脳科学との協
働による神経経済学などに多くの研究成果
がある．とりわけ，厚生経済学や規範経済学
の分野には社会的選択に関する膨大な研究
の蓄積がある．特に Sen が提唱した
capability approach は，衡平性をはじめ社
会資本としての公共交通のあり方を検討す
る上で有用な理論的基盤を与えてくれる． 
 計画学の分野では，住民参加 (PI) や合意
形成に関する研究が精力的になされ，その成
果の一部は道路や河川等の社会資本整備計
画制度に組み込まれ実践されている． 
 しかし，公共交通サービスをはじめとする
社会資本計画の策定に際しては，以下の課題
が残されている．ひとつは，多くの研究や成
果が依拠している厚生主義，すなわち，個々
人の効用の大きさやその集計値に基づき政
策がもたらす社会の状態を評価するという
考え方が前提としている効用の通約性(個人
間比較可能性)や仮説的補償原理などの仮定
が，劣悪な状態に置かれている住民の改善を
企図する公共計画の評価において必ずしも
適切であるとは言いがたい点である． 
 いまひとつは，熟議民主主義や PIなどの場
でなされる総意形成の過程で，意見を表明す
るために住民が参照する情報に内在する｢情
報の偏り｣についてほとんど言及がなされて
いない点である．一人の人間が処理できる情
報量には上限があるため，住民は一部の断片
的な情報や統計データ等を基に他者の状況
を推測し自らの意見を表明しているのが実
態であるが，情報提供における恣意性の排除

は容易でなく，また，統計情報のみでは他者
への共感は困難である． 
 このように，地域の総意に基づく｢サービ
ス｣と｢負担｣の｢組合せ｣を導出する適切な方
法論は未だ確立されていない状態にある．  
 
２．研究の目的 
 
 生活の基盤である移動機会を地域住民に保
障する公共交通サービスは，もはや｢交通事
業｣ではなく地域の｢社会基盤｣として位置づ
けるべきと考える．このような認識の下，(a)
「活動機会の保障水準」という観点から，(b)
地域の実情に応じたサービス提供システムの
メニューを立案し，(c)地域住民が自らの負担
とのバランスを勘案して施策を選択する，と
いうアプローチに基づく｢社会基盤としての
地域公共交通の計画方法論｣を提案した．しか
し，先述したようにこの方法論は住民が施策
を適切に選択するための歪みのない情報の共
有方法，および，個々の住民の意見を｢地域社
会の総意｣として集約するための具体的方法
を欠いていた． 
 そこで本研究では，上記２つの課題を計画
方法論の過程で得られる計画情報に基づき地
域社会が総意を形成するための方法論を構築
し，先に提案した計画方法論に組み込むとと
もに深化・拡張することを目的とする．  
 
３．研究の方法 
 
 研究開始当初の背景で述べた２つの課題
に対応すべく，以下の方針で研究を進める．  
 厚生主義における個人間比較の困難性に
ついては，先行研究を踏襲し，｢効用｣ではな
く｢活動機会の大きさ｣により住民の状態を
記述する． 
 情報の偏りを回避する方法の欠如につい
ては，公共交通サービスが生活を営む上での
基本的サービスであり，相互の共感に基づく
利他ないし相互扶助的な動機によりコミュ
ニティの一員として政策代替案の選択・評価
が行われるものと考え，共感を形成するため
に必要な量の情報提供が可能である分権的
な情報提供・意見表明・意見集約に基づく情
報共有手法を新たに開発する．また，本研究
の予備検討の段階で，計画案に対する住民の
意見形成は提供される情報にかなりの程度
依存すること，偏りのない情報を提供すれば
恣意性が混入した情報操作の可能性を回避
できること，｢利己的判断｣のみならずかなり
の程度｢公共的判断｣を下す傾向を有してい
ることなどが明らかとなってきた．そのため，
情報提供が共助意識に及ぼす永久について
も検討を行う． 
 さらに，本研究課題で構築する方法論は実
務での活用を念頭に置いているため，比較的
簡便な操作性で的確に機能することを確認
するため実証分析を行う． 
 具体的には，図-１に示す①～⑨について研



究を実施した．各項目の内容と成果について
は次節を参照されたい． 
 
４．研究成果 
 
(1)研究の主な成果 
①活動機会の大きさの計測法 
 バスダイヤ，乗車時間，バス停への歩行，
施設の営業時間帯，個人の外出可能時間帯，
などといった公共交通利用者の活動機会に
影響を与えると考えられる要素を統合的に
考慮したアクセシビリティ指標を構築し，さ
らに指標を計画情報として用いる際の測定
法を提案した．また，事例分析の結果，交通
政策担当者による「行きやすさ」の比較と，
指標値による「行きやすさ」の比較は比較的
良好に一致し，実際の交通利便性を反映する
ことを示した．これらの成果は，論文⑨，⑪，
⑫，⑭～⑰，○21，○22，○25，学会発表⑦，図書
①，②としてとりまとめた． 
 
②サービスの多様性と活動機会 
 上記のアクセシビリティ指標は,拠点への
アクセシビリティであり、拠点で獲得できる
サービスの多様性については考慮されてい
ない．活動機会の本質は拠点へいけるかどう
かでなく、そこで何ができるかである．本研
究では，日本標準商品分類(JSCC)を生物の系
統樹に見立て，系統間距離に基づく多様性指
標とサービスの重要度を表すモデルを開発
して組み込むことにより，サービスの多様性
を考慮した活動機会を評価しうる指標を提
案した．これらの成果は，論文②，⑤，⑳と
して発表した． 
 
③活動機会の計測に関する実証分析 
 交通のサービス水準が低い過疎地域と都
市部とでは活動機会に格差が存在すると言
われているがこれは事実であろうか．都市部
と過疎地域で活動機会の格差が存在するか
否か，存在する場合，それが交通のサービス
水準に起因したものか否かは明らかでない．
｢機会の大きさ｣は本質的に計測不可能であ
るため，本研究では，活動機会の代理指標と
して「買い物頻度の上限」を，交通のサービ
ス水準の指標として「アクセシビリティ指

標」を用いたフロンティア分析を行い，地方
都市におけるパーソントリップ調査データ
と生活実態調査データから両者の関係を分
析した．その結果，交通サービス水準が活動
機会に影響していること，とりわけ，外出能
力が低い住民や，交通サービス水準が低い住
民への影響が大きいことが明らかになった．
これらの成果は，論文③，⑦，⑬，○24，学会
発表②として報告している． 
 
④複数個人の代替案選択モデル 
 本計画方法論では潜在能力アプローチを
理論基盤のひとつとしているが，伝統的な効
用理論に基づくアプローチでは何が不十分
なのか，潜在能力理論に基づくアプローチが
なぜ有用なのかについては，これまで明解な
説明がなされていなかった．本研究では，従
前の代替案選択モデルを公共交通利用者と
公共交通非利用者が居住する地区を想定し
たモデルに拡張し，提供されるサービスを十
分利用できない状況に置かれている人の存
在，すなわち，潜在能力理論でいう“資源”
を“機能”に変換する“資源利用能力”が最
適解選択に支配的な影響を及ぼしている構
造を明示的に組み込んだ計画モデルを構築
することにより，資源利用能力が異なる場合，
効用アプローチに基づく最適解が潜在能力
アプローチに基づく最適解とが異なること，
および，効用アプローチではその差異自体を
考慮しえないことを指摘した．これらの成果
は，論文①，⑩，学会発表⑤としてとりまと
めている． 
 
⑤達成点集合の大きさを考慮した代替案選
択モデル 
 公共交通サービスは集合的に供給される
サービスであり，サービス水準は地域全体で
決めなければならない．本研究では，潜在能
力アプローチに基づき，活動機会の大きさを
潜在能力アプローチにおける機能の達成度
と捉え，個人の財配分行動を，機能の達成度
を軸とする機能平面上に投影して分析する
枠組みを構築した．さらに，達成点に関する
評価であった潜在能力の評価法を，達成点の
集合の大きさを評価しうる評価法に拡張し，
これを組み込んだ方法論を提案した．数値分
析を行い，提案した方法により機能平面上に
潜在能力フロンティアが描けること，また，
今は選ばれない代替案も含めた代替案の集
合を評価できることを示した．これらの成果
は，論文⑱，○27として発表している． 
 
⑥代替案の社会的選択モデル 
 ｢活動機会の保障とそのための負担との組
合せ｣を｢住民が選択する｣という観点に立ち
構築された公共交通計画策定支援モデルに
は，潜在能力フロンティアを描くプロセスが
明確でない，また，複数住民の潜在能力に基
づき代替案を選ぶための社会的評価関数が
具体的に示されていない，といった課題が残
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図-１ 研究項目と計画方法論としての体系 



されている．そこで，本研究では，共同消費
財の生産量と住民の費用負担の組み合わせ
を政策と考え，政策下で得られる複数住民の
潜在能力フロンティアをシステマティック
に導出するとともに，複数住民の潜在能力を
評価するために社会的関係関数と格差原理
を援用した二段階の規範的評価モデルを構
築し，数値分析を通して，共同消費財の生産
量と住民の費用負担の組み合わせを適切に
選択できることを示した. これらの成果は，
論文④，⑲，学会発表③，④，図書①，②と
してとりまとめた． 
 
⑦総意形成のための認知喚起型調査 
 本研究では，地域住民が互いの状況を十分
理解した上で自らの意見を形成し，それを表
明し合うことにより，合意形成と社会的選択
を行うという方法論を構築する基礎として，
認知喚起型調査における対象地区に関する
情報提供の内容が，利便性向上政策に対する
WTP の変化に及ぼす影響をインターネット
上のウェブ調査を行うことにより検討した．
調査の結果，対象となる事象に関する認識の
程度と回答者の属性により WTP に差異がみ
られることが明らかになった．また，情報提
供方法や WTP の尋ね方の違いによって表明
された WTP の変化の様相が異なるとの結果
が得られた．さらに，利便性向上策としてバ
スの増便以外の代替案を示した際，WTP が
上昇することが明らかとなった．これは，地
域の実情と各政策代替案の特徴に関する情
報を適切に提供すれば，一般住民であっても
一定の政策評価能力を有することを示唆す
るものと考えられる．これらの成果は，学会
発表⑥として報告している． 
 
⑧偏りのない事実認識の共有手法 
 ｢地域社会の総意｣を適切に形成するため
には，意見を表明する住民が全住民に関する
全ての情報を適切に認識した上で当該地域
の政策に関する意見を形成できるような情
報提供が必要である．しかし，人間の情報処
理能力には限界があるため，限られた一部の
断片的な情報または集計化された統計デー
タ等を基に意見を表明しているのが実態で
ある．そこで本研究では，実態把握調査によ
って得られた全住民の状況（または適切にサ
ンプリングされた住民の状況）を何人か毎に
分割し，回答者にそれぞれ分配する形で与え
るような情報提供手法を提案した．モデル式
を用いて解析的な検討を行なった結果，情報
提供者により得られた生活水準を数人ずつ
に分割し，それぞれ意見表明者に情報提供を
行った上で表明された意見は，意見表明者全
員に情報提供者全員の情報を提供した上で
表明された意見とほぼ一致するという知見
が得られ，また数値分析と実証分析を行った
結果，知見を支持する結果が得られた．これ
らの成果は，論文⑥として公表している． 
 

⑨公共的判断が共助意識に及ぼす影響 
 本研究は，認知喚起型調査手法を用いて望
ましい将来の地域の姿の実現に寄与する｢公
共的判断｣のための情報を回答者に提供し，
それが「総意」の形成に及ぼす影響を分析し
たものである．ウェブ調査表上で仮想の移動
環境の水準を向上させる計画代替案情報を
提供し，それに対する支払い意思額(WTP)が
公共的判断を刺激する情報の有無により変
化するか否かを調査したところ，有意な変化
が認められた．これらの成果は，論文⑧，○23，
○26，学会発表⑧としてとりまとめを行った． 
 
⑩偏りのない事実認識共有手法の実証分析 
 人間が一定時間内に処理できる情報量に
限界があることを考慮して情報量と認識誤
差の関係を定義して⑨の情報認識モデルに
組み込み，分割情報下で得られる WTP の期
待値の平均と，完全情報下で得られる WTP
の期待値の平均を比較した．その結果，提供
する情報量が認知限界情報量を上回ってい
た場合においても，意見表明者が提供された
情報をから認知する情報をランダムに選ぶ
ならば，⑨の情報共有手法下で得られるWTP
の期待値の平均と，完全情報下で得られる
WTP の期待値の平均がほぼ一致することが
わかった．このことから，より現実に近いモ
デル環境下においても，提案した情報共有手
法が「偏りのない」情報共有手法として適
切・有用であることが確認された．これらの
成果は学会発表①として報告した． 
 
(2)得られた成果の国内外における位置づけ
とインパクト 
 ｢社会資本としての公共交通｣という本研
究の根幹をなす考え方は，これまで主として
市場調整という産業組織論的なとらえ方が
主流であったわが国の研究者の認識を大き
く変え，公共計画の対象として論じる研究が
増加に見られるように潮流の変化が認めら
れる．欧米主要国においては公共交通サービ
スの公的供給が基調となっているが，既往の
計画方法論を本研究で提案した方法論の観
点から検証する動きも見られるなど，新たな
計画方法論として国際的にも交通計画学分
野で一定の位置を占めつつある． 
 学術界のみならず，公共交通の窮状やドラ
イバー不足などを報じる新聞記事や TV の特
集番組などでもその背後にある問題構造の
本質としてマスコミ等で報道される機会が
増えてきており，人々の意識を変えつつある． 
この変化は国の政策方針にも現れ，交通政策
基本法の施行とも相まって，従来の路線単位
の支援策から，公共交通により支えられる住
民の生活を見据えたネットワークとしての
計画策定に目が向けられつつある．また，自
治体の首長や公共交通担当者の意識を，｢民
間事業者へのやむをえぬ赤字補填｣から｢政
策的経費｣へと変えつつあり，提案した方法
論を活用して｢地域公共交通網形成計画｣を



策定する自治体も現れつつある． 
 他方，本研究で開発した｢活動機会の大き
さ｣の計測法は，mobile capability として潜在
能力アプローチ分野の研究者の関心を集め
ている．買い物機会が商業施設へのアクセシ
ビリティと強く関連しており，アクセシビリ
ティが相対的に低い地域において，外出能力
が低い住民の買い物機会が高い住民に比し
て大きく低下するという実証分析結果は，資
源と資源利用能力が潜在能力を規定してい
ることを如実に示す研究成果として大きな
インパクトを与えた． 
 
(3)今後の展望など 
 
 ｢地域でつくる公共交通計画｣という観点
からは，提案した方法論を地理情報システム
(GIS)上に実装し，｢居住地点ごとの活動機会
の大きさ｣を地図上に表示するなど実用的な
ツールとして整備し，実務展開を進めたい． 
 ｢地域社会の総意形成｣という観点からは，
提案した情報共有手法はインターネットに
よる認知喚起型調査との親和性が高く，北欧
諸国を中心に新たな潮流となりつつあるイ
ンターネット政党の意見集約・政策立案アプ
ローチに通底するものがあるため，ひとつの
政策立案ツールを提供する可能性がある．ま
た，従来の多数決に基づく｢集計民主主義｣で
はなく，｢人々は対話や討議の中で，自らの
意見や判断を変化させていく｣という考え方
に基づく｢熟議民主主義｣が内包する課題で
ある｢熟議のためのコスト｣と｢依拠する情報
の偏り｣を解消しうる可能性があり，公共交
通問題に限らずより汎用性の高い研究へと
展開を図りたいと考えている． 
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